
         

海岸利用の仕組みと手続き 

1. 海岸利用にあたって知っておきたい法律(海岸法) 

 
海岸利用は海岸法を遵守することが前提となることを海岸利用者に分かりやすく伝えることが大

切です。この海岸法は、津波、高潮、波浪や海岸の浸食や地盤の変動などの被害から海岸を守
るとともに、海岸環境の整備と保全、人々が海岸の適正な利用を図ことにより、国土の保全を図
ることを目的に制定されています。 

1.1 海岸法の適用範囲 

 
 
海岸法における海岸の区分には、４つの区分があります。まず「公共海岸」と「その他海岸」の

大きな区分があります。さらに「公共海岸」は、「海岸保全区域」と「一般公共海岸区域」の２つに
区分されています。 

 

 
 
 
海岸法の適用範囲は、以下の図表の通りです。 

 
出典：第１回 海岸管理のあり方検討委員会資料 

 

海岸の区分 

海岸法の適用範囲 



         

 

1.2 海岸管理者 

 
 

海岸法による海岸保全区域は、周辺の地域特性によって、所管する省庁が異なります。関係
省庁が分担して所管しています。 

 
出典：第１回 海岸管理のあり方検討委員会資料 

 

 

・公共海岸（海岸保全区域及び一般公共海岸区域）の海岸管理者は、当該海岸のある地域
を統括する都道府県知事がなることが基本です。 
 ⇒実務的には、土木事務所等 
・特に市町村長が管理することが適当であると認められる公共海岸で都道府県知事が指定したも
のについては、当該海岸のある市町村の長が海岸管理者になることがあります。 
 ⇒実務的には、市役所や町村役場 
・また、前述の規定にかかわらず、海岸と港湾区域や漁港区域等が重複しているときは、その重複
する部分については、当該港湾区域や漁港等の管理者である地方公共団体の長が海岸管理者
となります。 
 ⇒実務的には、港湾事務所や漁港事務所等  

海岸関係省庁の所管 

海岸管理者 



         

1.3 海岸の占用及び制限行為に関する規定 

 
 
海岸法では、以下の行為について許可等の規定があります。 

 
   
  許可行為等の対象となる具体のエリアや区域については以下の表の通りです。 

 
(出典) ビーチの観光資源としての活性化に向けたナレッジ集、平成 31 年 3 月国土交通省 観光庁観光資源課 

 
また、海岸法では、以下の行為について禁止されています。 

 

※1　港湾区域は港湾法による許可（海岸法不要）、漁港区域は漁港法による許可＋海岸法による許可が必要となる

※2　陸域に恒久的な施設を設置しても海岸の保全に支障を生じない場合には、公共用財産の用途廃止を行い土地を払い下げること

　　 も可能

土地の占用許可（民地を除

　く）
　→海岸法による制限（許可
　　は都道府県知事等）
工作物設置等の行為許可

　→海岸法による制限（許可
　　は都道府県知事等）※1

土地の占用許可

　→海岸法による制限（許可
　　は都道府県知事等）
工作物設置等の行為許可

　→海岸法による制限（許可
　　は都道府県知事等）※2

土地の占用許可

　→なし
工作物設置等の行為許可

　→なし（民民契約等によ
　　る）

工作物（住宅、道路等）の新築、改築、増築の許可　→自然公園法等による制限

土地形質の変更等の許可　→自然公園法等による制限

用途制限等　→都市計画法、建築基準法、都市公園法等による制限

陸域

水面の埋立等の許可　→自然公園法等による制限

水域

海岸線の種類
占用等
許可の例 海岸保全区域

（港湾区域・漁港区域含む）
一般公共海岸区域 その他の海岸

水面/海底の占用許可

　→国有財産法による制限
　（許可は都道府県知事等）
工作物設置等の行為許可

　→海岸法による制限（許可
　　は都道府県知事等）※1

水面/海底の占用許可

　→国有財産法による制限（許可は都道府県知事等）
工作物設置等の行為許可

　→なし

①海岸の占用許可（法第７条、３７条の四） 
公共海岸内に施設、又は工作物を設置して占用するためには許可が必要です。 

②海岸における行為の制限１（法第８条、３７条の五） 
公共海岸内において、土石の採取、及び土地の掘削、盛土、切土等の行為をする場

合、並びに施設等を新設、改築する場合には許可が必要です。 

海岸における行為の制限２（法第八条の二、三十七条の六） 
 公共海岸内において、みだりに次に掲げる行為をしてはならない。 

・海岸保全施設を損傷したり、汚したりすること。 
・油などの物質により海岸を汚すこと。 
・海岸内に自動車、船舶等を入れ、又は放置すること。 

海岸法の規定 



         

【参考：海岸法の抜粋】 
海岸法 

（海岸保全区域の占用） 
第七条 海岸管理者以外の者が海岸保全区域（公共海岸の土地に限る。）内において、海岸保全施設

以外の施設又は工作物（以下次条、第九条及び第十二条において「他の施設等」という。）を設けて当
該海岸保全区域を占用しようとするときは、主務省令で定めるところにより、海岸管理者の許可を受けなけ
ればならない。 

２ 海岸管理者は、前項の規定による許可の申請があつた場合において、その申請に係る事項が海岸の防
護に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、これを許可してはならない。 

（海岸保全区域における行為の制限） 
第八条 海岸保全区域内において、次に掲げる行為をしようとする者は、主務省令で定めるところにより、海

岸管理者の許可を受けなければならない。ただし、政令で定める行為については、この限りでない。 
一 土石（砂を含む。以下同じ。）を採取すること。 
二 水面又は公共海岸の土地以外の土地において、他の施設等を新設し、又は改築すること。 
三 土地の掘削、盛土、切土その他政令で定める行為をすること。 

２ 前条第二項の規定は、前項の許可について準用する。 
第八条の二 何人も、海岸保全区域（第二号から第四号までにあっては、公共海岸に該当し、かつ、海岸の

利用、地形その他の状況により、海岸の保全上特に必要があると認めて海岸管理者が指定した区域に限
る。）内において、みだりに次に掲げる行為をしてはならない。 

一 海岸管理者が管理する海岸保全施設その他の施設又は工作物（以下「海岸保全施設等」という。）
を損傷し、又は汚損すること。 
二 油その他の通常の管理行為による処理が困難なものとして主務省令で定めるものにより海岸を汚損するこ

と。 
三 自動車、船舶その他の物件で海岸管理者が指定したものを入れ、又は放置すること。 
四 その他海岸の保全に著しい支障を及ぼすおそれのある行為で政令で定めるものを行うこと。 
（一般公共海岸区域の占用） 
第三十七条の四 海岸管理者以外の者が一般公共海岸区域（水面を除く。）内において、施設又は工作

物を設けて当該一般公共海岸区域を占用しようとするときは、主務省令で定めるところにより、海岸管理者
の許可を受けなければならない。 

（一般公共海岸区域における行為の制限） 
第三十七条の五 一般公共海岸区域内において、次に掲げる行為をしようとする者は、主務省令で定めると

ころにより、海岸管理者の許可を受けなければならない。ただし、政令で定める行為については、この限りで
はない。 
一 土石を採取すること。 
二 水面において施設又は工作物を新設し、又は改築すること。 
三 土地の掘削、盛土、切土その他海岸の保全に支障を及ぼすおそれのある行為で政令で定める行為を

すること。 
第三十七条の六 何人も、一般公共海岸区域（第二号から第四号までにあっては、海岸の利用、地形その

他の状況により、海岸の保全上特に必要があると認めて海岸管理者が指定した区域に限る。）内におい
て、みだりに次に掲げる行為をしてはならない。 



         

海岸法 
一 海岸管理者が管理する施設又は工作物を損傷し、又は汚損すること。 
二 油その他の通常の管理行為による処理が困難なものとして主務省令で定めるものにより海岸を汚損す

ること。 
三 自動車、船舶その他の物件で海岸管理者が指定したものを入れ、又は放置すること。 
四 その他海岸の保全に著しい支障を及ぼすおそれのある行為で政令で定めるものを行うこと。 

２ 海岸管理者は、前項各号列記以外の部分の規定又は同項第三号の規定による指定をするときは、主
務省令で定めるところにより、その旨を公示しなければならない。これを廃止するときも、同様とする。 

３ 前項の指定又はその廃止は、同項の公示によってその効力を生ずる。 
 
 
 
 各海岸の海岸管理者は、海岸の適切な利用や海岸管理を行うために、上記の行為等の許可
以外についても、海岸利用に際して、『一時使用届』の提出を求める取組を行っています。 
 各海岸によって、地域の利用状況や海岸特性を踏まえた内容となるため、内容は異なりますが、
以下のような利用について対象としている例があります。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一時使用届の事例 
 （出典）神奈川県 HP 「【海岸】申請様式ダウンロード」より 「海岸一時使用届」を一部編集  

花火大会、工事の仮設物の設置、イベント、各種訓練、テレビ・映画等の撮影、どんど焼き、
ドローン飛行等 

一時使用届 



         

2. 海岸利用に必要な手続きの概要 

 

2.1 海岸占用許可申請等の流れ 

 
「海岸を利用したいが、どこに相談してよいのか分からない」という声をこれまで多く寄せられていま

す。そこで、まずは当該海岸を管理している土木事務所等を探す場合には、都道府県の海岸担
当課、市役所、町村役場が相談窓口となることを伝えましょう。 

また、海岸利用に際してどのような手続きが必要となるかについても以下の流れを参考に助言す
ることが海岸利用者の理解を促すためには効果的です。 
 

 

 

海岸利用に関わる手続きの一般的な流れ 

海岸利用の占用許可手続の流れ

1.事前相談

2.事前相談（協議）

3.許可申請

4.許 可

海岸の利用の企画の検討を始めた段階で、企画内容について管轄の土
木事務所等に相談（以下の項目に未定な部分があっても構わない）

• 場所（どの海岸のどの近辺か、概ねの範囲）
• 行為内容（どのようなことを行いたいのか）
• 誰が行うのか（実施者、参加者や人数イメージ）
• いつ頃行うのか（具体の日付でなくとも概ねの時期）

事前協議の内容を踏まえて、管轄の土木事務所等に正式の許可申請書
及び添付図書を提出
1. 許可申請書等に不備がある場合は、補正作業が生ることがあります。
2.申請書を受理してから処分（許可、不許可）がされるまで、概ね1ヶ
月ほどかかります。（補正作業期間は除く）

1.申請が許可されると、管轄の土木事務所等から許可書が発行されま
す。許可書には、許可に当たって付された条件が記載されているの
で、遵守してください。

海岸の利用の具体計画が概ね出来た段階で、企画内容について管轄の
土木事務所等に相談（以下の項目の計画案ができた段階）

• 場所（どの海岸の具体の場所、範囲）
• 行為内容（利用の具体的な内容）
• 誰が行うのか（実施者、参加者や人数の想定）
• いつ頃行うのか（具体の日程）
※具体の申請書の下書きレベルの内容で相談します。
※計画内容に課題等がある場合、複数回協議することになります。



         

2.2 一時使用届の流れ 

 
海岸利用に関して、一時使用届の申請等を行う場合は、海岸の利用内容が一時使用届の提

出で良いか、海岸法の許可行為になるか等の判断が伴うため、まずは土木事務所等へ相談するこ
とから始まります。一時使用届の届け出までの一般的な手続きの流れを以下に示します。 

 
 

 

 

一時使用届の届け出に関わる手続きの一般的な流れ 

 
 


